
１９年度
実　　績

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

経常収支比率（％） 110.7 107.8 108.0 105.9 102.5 105.5

医業収支比率（％） 104.3 101.5 101.3 97.5 94.1 96.8

実質収益対経常費用比率（％） 93.7 91.2 90.8 87.8 85.1 87.6

病床利用率（％） 91.7 97.3 91.9 91.9 91.9 91.9

患者１人１日あたり入院収益（円） 17,716 17,200 17,200 17,200 17,200 17,200

患者１人１日あたり外来収益（円） 4,667 4,300 4,400 4,400 4,400 4,400

職員給与費比率（％） 67.3 64.2 63.0 66.7 70.1 66.3

材料費比率（％） 12.6 13.6 12.0 12.0 12.0 12.0

上記目標数値設定の考え方

　内科、外科、整形外科、リハビリテーション科

　近年、経営が黒字化しており、病床利用率や医業収支比率も高い割合で推移している。しかし、患
者数の増加に医師数が不足する状況となっているため、新たに医師を確保して、現在の診療体制の
維持と安定した経営基盤の確立を図る。
　職員給与費の見直しについては、平成２１年度から調査・検討し、実施内容を具体化して計画数値
へ反映する。
　任意項目は、医業活動の収益性を反映する指標を選択した。
　（経常黒字化の目標年度：平成１８年度より達成。現状の維持に努める。）

備　　　　考

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

公立病院改革プランの概要

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

(別紙４）

　河浦町及び天草町と、その周辺地域における初期医療・回復期医療・在宅医療及び救急医
療を担う病院として位置付ける。
　現行の診療科・病床数を当面維持することとし、常勤の医師を確保して診療機能を高め、安
定した医療の提供を行う。
　また、牛深市民病院、新和病院及び天草地域医療センター等との連携を図り、天草下島南エ
リアで広く医療圏の構築を目指す。

　一般会計からの繰入金については、原則として、病院事業に対する国の繰入基準に基づくも
のとし、その主な内容は以下のとおりとする。

①特殊で採算をとることが困難であるが、地域の医療水準の向上のため行政が担うべきもの
　として実施する医療に係る収支不足分（救急医療）
②病院の建設改良に要する費用の一部として、企業債の元利償還に係る費用の一部（起債
　年度により1/2または2/3）
③病院または病院職員の研究研修に要する費用や、共済追加費用等の特定費用の一部
④病院経営上、採算をとることが困難な地域に位置する不採算地区病院の病院運営経費の
　一部

　熊本県天草市

　市立病院改革プラン

　国民健康保険　天草市立河浦病院

　熊本県天草市河浦町白木河内２２３番地１１

　９９床（一般病床３９床、医療療養病床６０床）

　平成２１年度～平成２４年度

　平成２１年　３月２３日
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団体名
（病院名）

１９年度
実　　績

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

１日平均入院患者数（人） 90.8 96.3 91.0 91.0 91.0 91.0

１日平均外来患者数（人） 129.9 130.1 125.0 127.0 127.0 127.0

一般病床平均在院日数（日） 20.5 19.7 21.0 21.0 21.0 21.0

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 86.30% 1８年度 88.60% １９年度 91.70%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

　熊本県天草市
　（河浦病院）

○医師確保対策としては、市病院事業全体で対策本部と担当職員を配置して、以下のような取り組みを
強化する。
　・県内外の大学医局への派遣要請。
　・地元出身医師等の情報収集と直接的な働きかけ。
　・ホームページ等を活用した医師・看護師への情報発信。
　・他の公的病院との連携や民間病院からの医師派遣制度の活用。
　・修学資金貸与制度の導入検討。

　平成１５年１０月に病床の転換（一般病床６０床→３９床、療養病床３９床→６０床）を行って以
来、病床利用率は年々高くなっている。
　当面は、現状の診療体制により安定した経営の維持に努めることとするが、医療制度と地域
の受療動向を注視しながら、随時必要な見直しを実施する。

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

○給食業務等の業務委託の拡充検討。
○プロパー職員の採用検討。

○平成２２年度より地方公営企業法の全部適用を導入し、企業としての経済性を発揮した経営改善を推
進するとともに、職員のコスト意識と経営参画意識を高め、一丸となって経営改善に取組む。
○平成２２年度から２４年度までの３年間は、全部適用による集中的な改革に取り組み、この総括と今後
の医療環境の動向を踏まえ、本改革プランの目標達成が困難であると認められる場合には、指定管理者
制度の各病院への導入等、更なる経営形態の変更に向けて取り組む。

○病院経営に適した給与体系の検討と導入（平成21年度から22年度にかけて調査・検討を行い、平成23
年度からの導入を目指す）。
○各種業務委託内容の点検及び見直し。
○市立病院間の効果的な共同購入の実施と在庫管理の徹底。
○ジェネリック医薬品採用の検討。
○診療科別損益管理の導入。
○経営セミナーや院内経営会議の実施による職員のコスト意識の醸成。

○地域医療支援病院をはじめ、関係医療機関との病病連携や病診連携の推進（患者紹介率の向上、平
均在院日数の短縮化）。
○ベッドコントロールの徹底。
○医療機器の稼働状況の管理徹底と使用率向上及び総合的な整備計画の作成。
○クリティカルパスの運用。
○未収金対策の強化。

備　　　　考
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団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

＜内　容＞
●天草市地域医療ネットワークの構築
　　地域の公的医療機関や民間医療機関との役割・機能分担を明確
　化し、引き続き天草市で高度で多様な地域医療を受けることができ
　る環境を維持・充実させていくため、地元医師会をはじめとする関係
　機関との協議を行い、天草市域の地域医療ネットワークの構築を目
　指す。
　　この実現に向け、県の関係部局とも連携して、協議の場を設置し
　たいと考える。

　熊本県天草市
　（河浦病院）

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

経営形態見直し計画の概要

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

天草医療圏内
●公立病院：上天草総合病院（上天草市１９５床）、天草中央総合病院（天草市１７４床）
●公的病院：苓北医師会病院（苓北町６０床）、天草地域医療センター（天草市２００床）

●第５次天草地域保健医療計画
　・医療機能の分担と連携ができるような地域医療連携室の設置等の環境づくりと住民や患
　　者に対し適切な医療情報を提供することがそれぞれの医療機関に求められている。
　・無医地区や島しょ、へき地をかかえており、交通の便の悪い地域の日常診療、休日夜間
　　の診療、救急患者の診療、搬送体制の整備が必要。
　・医療資源の乏しい地区の医療を公立病院が担ってきたが、公的医療機関の役割の見直し
　　と再編が課題。
　・地域全体を見ると、慢性的な医師不足状況にあり、今後の人口減少、過疎化、高齢化の
　　進展に備えた中・長期的な医師確保対策が必要。

＜時　期＞

・平成２２年４月１日

＜内　容＞
　市立４病院の経営形態を地方公営企業法の全部適用へ移行する。
　専任の事業管理者を設置し、広範な権限のもと企業性を高め独自の
経営方針に基づき、経営責任を明確にすることにより経営の改革を行
う。
　移行時期は平成２２年４月を目途とし、それまでの期間は円滑な移行
のための準備期間とする。
　全部適用による集中改革ののち、改革の評価と地域の医療動向を踏
まえ、指定管理者制度への移行等必要な策を講じる。

＜時　期＞
平成　　年目処

　毎年、計画の取組状況等について自己点検を行うとともに、外部の有識者等からなる検討組
織を設置して、客観性を確保した評価を実施する。
　また、その内容については、ホームページ等で公表していく。

　毎年決算後（７月～）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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(別紙） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 826,141 819,784 783,748 786,326 786,326 786,326

(1) 767,280 768,484 732,448 735,026 735,026 735,026

(2) 58,861 51,300 51,300 51,300 51,300 51,300

38,331 38,300 38,300 38,300 38,300 38,300

(3) 0 0 0 0 0 0

２. 108,522 106,884 106,028 118,300 118,300 118,300

(1) 105,702 104,284 103,428 115,700 115,700 115,700

(2) 0 0 0 0 0 0

(3) 2,820 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

(A) 934,663 926,668 889,776 904,626 904,626 904,626

１. ｂ 792,005 808,055 773,784 806,584 835,711 812,635

(1) ｃ 556,050 526,700 494,100 524,100 551,260 521,260

46,069 45,400 0 10,000 40,000 17,000

(2) 104,416 111,300 94,100 94,100 94,100 94,100

(3) 81,314 117,000 115,000 115,000 115,000 115,000

(4) 48,917 47,655 57,746 56,584 58,551 65,475

(5) 1,308 5,400 3,000 3,000 3,000 3,000

(6) 0 0 9,838 13,800 13,800 13,800

２. 51,984 51,502 49,875 47,877 46,761 44,656

(1) 39,819 38,202 36,915 34,917 32,841 30,986

(2) 12,165 13,300 12,960 12,960 13,920 13,670

(B) 843,989 859,557 823,659 854,461 882,472 857,291

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 90,674 67,111 66,117 50,165 22,154 47,335

１. (D) 0 0 0 0 0 0

２. (E) 0 0 0 0 0 0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 0 0 0 0 0 0

90,674 67,111 66,117 50,165 22,154 47,335

(G) △ 115,842 △ 182,953 △ 249,070 △ 299,235 △ 321,389 △ 368,724

(ｱ) 299,226 377,483 463,226 529,935 569,103 639,754

(ｲ) 41,415 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000

　 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0

（※） △ 121,759 △ 78,672 △ 85,743 △ 66,709 △ 39,168 △ 70,651

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

病 院 局 配 賦 額

う ち 退 職 給 与 金

0 0

91.9

0.0 0.0

97.5 94.1

105.9 102.5

0.0 0.0 0.0

0.0

66.7 70.1 66.3

△ 488,935 △ 528,103 △ 598,754

96.8

△ 62.2 △ 67.2 △ 76.1

24年度

0

　熊本県天草市（河浦病院）

23年度

108.0

△ 53.9

105.5

0

△ 422,226

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金 ・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

19年度
（実績）

20年度
（見込）

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

病 院 局 配 賦 額

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

医 業 収 支 比 率 ×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

病 床 利 用 率 91.7 97.3 91.9 91.9

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

91.9

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

△ 41.0

0 0

△ 257,811 △ 336,483

101.3

63.0

104.3 101.5

0.0

0.0

0.0 0.0

0.0

単 年 度 資 金 不 足 額

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

0.0 0.0

0.0

67.3 64.2

110.7 107.8

△ 31.2

0.0 0.0 0.0 0.0
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団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 0 43,500 0 0 15,000 11,700

２. 36,049 36,167 35,177 37,755 39,134 40,567

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

５. 885 6,282 0 0 4,200 2,600

６. 0 0 0 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0

(a) 36,934 85,949 35,177 37,755 58,334 54,867

(c) 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 36,934 85,949 35,177 37,755 58,334 54,867

１. 3,940 66,684 20,000 20,000 40,000 35,000

２. 54,073 55,774 53,297 57,795 59,871 62,026

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(B) 58,013 122,458 73,297 77,795 99,871 97,026

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 21,079 36,509 38,120 40,040 41,537 42,159

１. 20,891 33,334 37,167 39,087 39,632 40,499

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 188 3,175 953 953 1,905 1,660

(D) 21,079 36,509 38,120 40,040 41,537 42,159

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　）

144,033 142,584 141,728 154,000 154,000 154,000

(     885) (    6,282) （　  　　　） （　  　　　） (4,200) (2,600)

36,934 42,449 35,177 37,755 43,334 43,167

(     885) (    6,282) （　  　　　） （　  　　　） (4,200) (2,600)

180,967 185,033 176,905 191,755 197,334 197,167
*基準外繰入金は、国保直診施設における医療機器整備事業への国保調整交付金を、国保特別会計より繰入れるものである。

（注）
1
2

23年度 24年度

24年度

(単位：千円）

0 0 0

0 0 0 0

　熊本県天草市（河浦病院）

19年度
（実績）

21年度 22年度

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

20年度
（見込）

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

実 質 財 源 不 足 額

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰
り入れられる繰入金以外の繰入金をいうものであること。

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

22年度 23年度19年度
（実績）

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

20年度
（見込）

21年度

0 0 0

0 0
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(別紙） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 0 0 55,700 77,400 77,400 77,400

(1) 0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 16,350 22,200 22,200 22,200

0 0 16,350 22,200 22,200 22,200

(3) 0 0 39,350 55,200 55,200 55,200

２. 0 0 0 0 0 0

(1) 0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 0 0 0 0

(3) 0 0 0 0 0 0

(A) 0 0 55,700 77,400 77,400 77,400

１. ｂ 0 0 55,700 77,400 77,400 77,400

(1) ｃ 0 0 50,700 72,400 72,400 72,400

0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 0 0 0 0

(3) 0 0 5,000 5,000 5,000 5,000

(4) 0 0 0 0 0 0

(5) 0 0 0 0 0 0

(6) 0 0 0 0 0 0

２. 0 0 0 0 0 0

(1) 0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 55,700 77,400 77,400 77,400

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 0 0 0 0 0 0

１. (D) 0 0 0 0 0 0

２. (E) 0 0 0 0 0 0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0

(ｱ) 0 0 0 0 0 0

(ｲ) 0 0 0 0 0 0

　 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0

（※） 0 0 0 0 0 0
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

病 院 局 配 賦 額

う ち 退 職 給 与 金

0.0

0.0

0.0 0.0

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

100.0

91.0

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0

0 0

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

不 良 債 務 比 率 ×100

病 床 利 用 率 ―

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

国 ( 県 ) 補 助 金

19年度
（実績）

20年度
（見込）

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

病 院 局 配 賦 額

24年度

0

100.0

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金 ・補助金

　熊本県天草市（病院局）

23年度

100.0

0.0

0

0.0 0.0

93.5 93.5

100.0

0 0 0

0 00

100.0

0.0

100.0 100.0 100.0

93.5

0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

0.0

― ―

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

― ― ―

単 年 度 資 金 不 足 額

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

0.0 0.0

医 業 収 支 比 率 ×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

経 常 収 支 比 率 ×100

0.0 0.0 0.0 0.0
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団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 0 0 0 0 0 0

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0

６. 0 0 0 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0

(a) 0 0 0 0 0 0

(c) 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 0 0 0 0 0 0

１. 0 0 0 0 0 0

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 0 0 0 0

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 0 0 0 0 0 0

１. 0 0 0 0 0 0

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(D) 0 0 0 0 0 0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（　  　　　） （　  　　　） （　16,350） （　22,200） （　22,200） （　22,202）

0 0 16,350 22,200 22,200 22,200

（　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　）

0 0 0 0 0 0

（　  　　　） （　  　　　） （　16,350） （　22,200） （　22,200） （　22,202）

0 0 16,350 22,200 22,200 22,200

（注）
1
2

0 0 0

0 0

22年度 23年度19年度
（実績）

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

20年度
（見込）

21年度

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰
り入れられる繰入金以外の繰入金をいうものであること。

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

20年度
（見込）

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

19年度
（実績）

　熊本県天草市（病院局）

0 0 0 0

24年度

(単位：千円）

0 0 0

23年度 24年度21年度 22年度
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１９年度
実　　績

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

経常収支比率（％） 97.8 96.5 96.0 100.2 99.0 101.9

医業収支比率（％） 90.2 88.2 87.9 92.5 92.1 95.7

実質収益対経常費用比率（％） 82.4 81.0 80.6 84.7 84.5 87.9

病床利用率（％） 76.5 77.1 76.9 78.1 85.5 86.7

職員給与費比率（％） 72.9 72.4 71.0 67.4 68.6 65.1

材料費比率（％） 13.7 13.1 13.1 13.0 13.2 13.0

上記目標数値設定の考え方

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

公立病院改革プランの概要

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

(別紙４）

　天草市立病院は、一般医療とともに、地域において提供が必要な医療のうち、民間医療機関
による提供が困難な、救急医療や不採算医療、へき地医療などの政策的な医療を行うこととす
る。
　今後は、天草医療圏域の他の医療機関との連携や、役割分担を検討しながら、地域のニーズ
に即した保健・医療活動の展開や予防医療の普及等、地域に密着した医療機関としての医療
体制の充実を図るとともに、住民が安心して診療を受けられる体制を整備していく。

　一般会計からの繰入金は、病院事業に対する国の繰入基準に基づくものと、複数の病院（診
療所）を設置することにより病院事業を運営する当市に必要と思われる経費の一部とし、その
主な内容は以下のとおりとする。
①特殊で採算をとることが困難であるが、地域の医療水準の向上のため行政が担うべきもの
　として実施する医療に係る収支不足分（救急・小児・リハビリ・結核医療等）
②病院の建設改良に要する費用の一部として、企業債の元利償還に係る費用の一部（起債
　年度により1/2または2/3）
③病院または病院職員の研究研修に要する費用や、共済追加費用等の特定費用の一部
④市が設置する４病院３診療所の統括業務を行う病院局の人件費の一部（基準外）

　熊本県天草市

　天草市立病院改革プラン

　牛深市民病院、栖本病院、新和病院、河浦病院　［統括部署…病院局］

　天草市牛深町、栖本町、新和町、河浦町　［病院局…天草市役所内］

　３５９床（一般病床１６８床、医療療養病床１２７床、介護療養病床１８床、結核病床４６床）

　平成２１年　３月２３日

　内科、循環器科、消化器化、呼吸器科、外科、整形外科、小児科、リハビリテーション科、
　産婦人科、耳鼻咽喉科、眼科

　平成２１年度　～　平成２４年度

　医師の確保、地域の医療機関との連携等を主な取り組みとした増収策により各病院の医業
収益の増加を図り、繰入金を削減したうえで、病院事業全体として経常収支比率９５％以上の
達成をめざす。
　職員給与費の見直しについては、平成２１年度から調査・検討し、実施内容を具体化して計画
数値へ反映する。
　任意項目は、医業活動の収益性を反映する指標を選択した。
　（経常黒字化の目標年度：平成２４年度）

備　　　　　考
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団体名
（病院名）

１９年度
実　　績

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

１日平均入院患者数（人） 274.6 276.7 276 280.5 284.8 288.8

１日平均外来患者数（人） 546.5 533.3 536.8 551.3 553.3 554.8

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １８年度 74.40% 1９年度 76.50%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

○医師確保対策としては、市病院事業全体で対策本部と担当職員を配置して、以下のような取り組みを
強化する。
　・県内外の大学医局への派遣要請。
　・地元出身医師等の情報収集と直接的な働きかけ。
　・ホームページ等を活用した医師・看護師への情報発信。
　・他の公的病院との連携や民間病院からの医師派遣制度の活用。
　・修学資金貸与制度の導入検討。

・今後の医療制度改正や、市立病院間・他医療機関との機能分担・連携作業の進捗状況を
　踏まえながら、地域の受療動向に即した見直しを随時行う。
・栖本病院の結核病床については、同じく市内で結核病床を有している天草中央総合病院の
　状況を見極めながら、病床数の削減・廃止または他の用途への転換などを含めて検討して
　いく（今年度作成の収支計画は、平成２３年度より一部削減すると想定したもの。）。
・新和病院の介護療養病床については、一般病床、医療療養病床、または他の用途への転
　換などを検討していく（今年度の収支計画は、平成２４年度より医療療養病床へ転換する
　と想定したもの。）。

天草市病院事業

○医事業務、給食業務等の業務委託の拡充検討。
○プロパー職員の採用検討。

○平成２２年度より地方公営企業法の全部適用を導入し、企業としての経済性を発揮した経営改善を推
進するとともに、職員のコスト意識と経営参画意識を高め、一丸となって病院改革に取組む。
○平成２２年度から２４年度までの３年間は、全部適用による集中的な改革に取り組み、この総括と今後
の医療環境の動向を踏まえ、本改革プランの目標達成が困難であると認められる場合には、指定管理者
制度の各病院への導入等、更なる経営形態の変更に向けて取り組む。

○病院経営に適した給与体系の検討と導入（平成21年度から22年度にかけて調査・検討を行い、平成23
年度からの導入を目指す）。
○各種業務委託内容の点検及び見直し。
○市立病院間の効果的な共同購入の実施と、在庫管理の徹底。
○ジェネリック医薬品採用の検討。
○診療科別損益管理の導入。
○経営セミナーや院内経営会議の実施による職員のコスト意識の醸成。

○地域医療支援病院をはじめ、関係医療機関との病病連携や病診連携の推進（患者紹介率の向上、平
均在院日数の短縮化）。
○ベッドコントロールの徹底。
○医療機器の稼働状況の管理徹底と使用率向上及び総合的な整備計画の作成。
○クリティカルパスの運用。
○未収金対策の強化。
○手術件数の増加。

備　　　　　考
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団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

＜内　容＞
●天草市地域医療ネットワークの構築
　　地域の公的医療機関や民間医療機関との役割・機能分担を明確
　化し、引き続き天草市で高度で多様な地域医療を受けることができ
　る環境を維持・充実させていくため、地元医師会をはじめとする関係
　機関との協議を行い、天草市域の地域医療ネットワークの構築を目
　指す。
　　この実現に向け、県の関係部局とも連携して、協議の場を設置し
　たいと考える。

＜内　容＞
　市立４病院の経営形態を地方公営企業法の全部適用へ移行する。
　専任の事業管理者を設置し、広範な権限のもと企業性を高め独自の
経営方針に基づき、経営責任を明確にすることにより経営の改革を行
う。
　移行時期は平成２２年４月を目途とし、それまでの期間は円滑な移行
のための準備期間とする。
　全部適用による集中改革ののち、改革の評価と地域の医療動向を踏
まえ、指定管理者制度への移行等必要な策を講じる。

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

経営形態見直し計画の概要

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

天草医療圏内
●公立病院：上天草総合病院（上天草市１９５床）、天草中央総合病院（天草市１７４床）
●公的病院：苓北医師会病院（苓北町６０床）、天草地域医療センター（天草市２００床）

●第５次天草地域保健医療計画
　・医療機能の分担と連携ができるような地域医療連携室の設置等の環境づくりと、住民や
　　患者に対し適切な医療情報を提供することがそれぞれの医療機関に求められている。
　・無医地区や島しょ、へき地をかかえており、交通の便の悪い地域の日常診療、休日夜間
　　の診療、救急患者の診療、搬送体制の整備が必要。
　・医療資源の乏しい地区の医療を公立病院が担ってきたが、公的医療機関の役割の見直し
　　と再編が課題。
　・地域全体を見ると、慢性的な医師不足状況にあり、今後の人口減少、過疎化、高齢化の
　　進展に備えた中・長期的な医師確保対策が必要。

天草市病院事業

＜時　期＞

・平成２２年４月１日

＜時　期＞
平成　　年目処

　毎年、計画の取組状況等について自己点検を行うとともに、外部の有識者等からなる検討組
織を設置して、客観性を確保した評価を実施する。
　また、その内容については、ホームページ等で公表していく。

　毎年決算後（７月～）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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(別紙） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 2,970,424 2,872,544 2,904,568 2,998,309 3,043,692 3,080,225

(1) 2,741,485 2,669,586 2,687,096 2,773,923 2,816,563 2,853,053

(2) 228,939 202,958 217,472 224,386 227,129 227,172

110,516 102,282 115,419 124,000 124,000 124,000

(3) 0 0 0 0 0 0

２. 469,733 454,365 441,094 427,300 399,300 369,800

(1) 433,328 434,323 420,894 406,700 378,700 349,200

(2) 0 0 0 0 0 0

(3) 36,405 20,042 20,200 20,600 20,600 20,600

(A) 3,440,157 3,326,909 3,345,662 3,425,609 3,442,992 3,450,025

１. ｂ 3,293,456 3,258,061 3,302,570 3,240,397 3,305,672 3,218,182

(1) ｃ 2,164,692 2,079,755 2,063,400 2,020,300 2,088,460 2,005,460

255,701 208,400 172,000 70,000 144,000 82,000

(2) 406,019 375,913 379,600 390,900 401,100 401,300

(3) 414,845 538,854 571,290 549,990 539,300 539,200

(4) 301,979 254,471 281,280 272,207 269,812 265,222

(5) 5,921 9,068 7,000 7,000 7,000 7,000

(6) 0 0 0 0 0 0

２. 222,948 188,881 182,986 176,886 172,323 166,638

(1) 124,243 118,797 114,526 108,426 102,903 97,568

(2) 98,705 70,084 68,460 68,460 69,420 69,070

(B) 3,516,404 3,446,942 3,485,556 3,417,283 3,477,995 3,384,820

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) △ 76,247 △ 120,033 △ 139,894 8,326 △ 35,003 65,205

１. (D) 0 1,956 0 0 0 0

２. (E) 1,084 1,590 1,000 800 800 800

特　別　損　益　(D)－(E) (F) △ 1,084 366 △ 1,000 △ 800 △ 800 △ 800

△ 77,331 △ 119,667 △ 140,894 7,526 △ 35,803 64,405

(G) 18,368 138,035 278,929 271,403 307,206 242,801

(ｱ) 1,640,797 1,620,319 1,617,761 1,748,801 1,838,377 2,024,696

(ｲ) 146,123 149,100 148,800 148,800 148,800 148,800

　 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0

（※） △ 126,571 23,455 2,258 △ 131,040 △ 89,576 △ 186,319

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

う ち 退 職 給 与 金

病 院 局 配 賦 額

85.5

△ 1,468,961 △ 1,600,001 △ 1,689,577

96.0

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

病 床 利 用 率 76.9 78.1

※「病院局配賦額」は、各病院から病院局への病院事業会計内の資金移動であるため、同会計全体としては、収益・費用からそれぞれ控除する。

76.5 77.1

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

(C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 費

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益

24年度

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

病 院 局 配 賦 額

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金 ・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

19年度
（実績）

20年度
（見込）

△ 51.2

97.8

　熊本県天草市（病院事業会計総額）

23年度

0 0 00 0

△ 1,494,674 △ 1,471,219

0 0

00

99.0

0

0

71.0 67.4

0 0

101.9

△ 60.9

95.7

△ 50.6

100.2

△ 53.4

87.9 92.5

68.6

0 0

0

65.1

0

0

86.7

△ 1,875,896

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

△ 55.5

92.1

単 年 度 資 金 不 足 額

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

0 0

90.2 88.2

72.9 72.4

96.5

△ 50.3

0 0 0 0
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団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：千円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 0 166,500 0 0 15,000 11,700

２. 160,869 163,601 175,177 171,162 169,358 170,049

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

５. 2,633 13,107 0 0 5,200 3,600

６. 0 0 0 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0

(a) 163,502 343,208 175,177 171,162 189,558 185,349

(c) 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 163,502 343,208 175,177 171,162 189,558 185,349

１. 32,053 246,469 47,000 52,000 67,000 62,000

２. 245,565 252,021 271,121 267,855 266,991 266,657

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(B) 277,618 498,490 318,121 319,855 333,991 328,657

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 114,116 155,282 142,944 148,693 144,433 143,308

１. 112,590 143,350 140,753 146,264 141,290 140,410

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 1,526 11,932 2,191 2,429 3,143 2,898

(D) 114,116 155,282 142,944 148,693 144,433 143,308

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(      148) (  15,058) （　23,415） （　22,200） （　22,200） （　22,200）

543,844 536,605 536,313 530,700 502,700 473,200

(    2,633) ( 13,107) （　  　　　） （　  　　　） (    5,200) ( 　 3,600)

163,502 176,708 175,177 171,162 174,558 173,649

(    2,781) (  28,165) （　23,415 ） （　22,200） （　27,400） （　25,800）

707,346 713,313 711,490 701,862 677,258 646,849

（注）
1
2

*基準外繰入金は、①病院局職員給与費に係る一般会計繰入金、②牛深市民病院における不採算医療（地域にない診療科の運営）に係る一
般会計繰入金及び③国保直診施設（新和・河浦病院）における医療機器整備事業への国保調整交付金を、国保特別会計より繰入れるもので
ある

(単位：千円）

23年度

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

20年度
（見込）

21年度

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰
り入れられる繰入金以外の繰入金をいうものであること。

22年度 23年度19年度
（実績）

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

0 0 0(F)
又 は 未 発 行 の 額

前年度許可債で当年度借入分

実 質 財 源 不 足 額

0

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

21年度

企 業 債

他 会 計 出 資 金

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

(b)

22年度20年度
（見込）

　熊本県天草市（病院事業会計総額）

0 0

19年度
（実績）

0 0 0

24年度

0

00

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

24年度
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